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２０００年３月期 中間決算短信 １９９９年１１月１２日
 

上 場 会 社 名 ローランド株式会社 上場取引所（所属部）東証･大証  第１部 
コ ー ド 番 号 ７９４４ 
本 社 所 在 地 大阪市北区堂島浜一丁目４番１６号 
問 合 せ 先 責任者役職名 専務取締役財務部長 
 氏 名 新   田    寛    ＴＥＬ (06) 6345 - 9800 
中間決算取締役会開催日 １９９９年１１月１１日     中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日 １９９９年１２月１０日 
  
１．１９９９年９月中間期の業績（１９９９年４月１日～１９９９年９月３０日） 
（１）経営成績 (百万円未満切捨表示） 
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       百万円    ％          百万円        ％           百万円        ％ 
１９９９年９月中間

期 

 １７,２８４  (△ ６.４)    ６４５     (△２６.９)  １,９１０       (△ ０.０) 

１９９８年９月中間

期 

 １８,４５７  (  ２.８)     ８８４     (△２６.１)  １,９１１       (△ ７.１) 

１９９９年３月期  ３５,５６６  １,３１４  ３,７６０ 

 (注) 中間財務諸表規則の一部改正に伴い、１９９８年９月中間期についても改正後の表示区分に組替えております。 

 
中間(当期)純利益 

対前年中間期

増 　減　 率









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 １ 株 当 た り 
中間(当期)純利益 会計処理基準 

       百万円            ％      円    銭  
１９９９年９月中間

期 

  １,３３３          (３７.５)    ５２  ５８ 中間財務諸表作成基準 

１９９８年９月中間

期 

   ９６９          (△０.２)    ３９  ２７ 中間財務諸表作成基準 

１９９９年３月期    ２,３４８         ９４  ７０ － 
 (注) １９９９年９月中間期 ２５,３５７,４７５株 
   1.期中平均株式数 １９９８年９月中間期 ２４,６９０,２４８株 
 １９９９年３月期 ２４,７９５,０７１株 
   2.会計処理の方法の変更    無 
 
（２）配当状況 

 １ 株 当 た り １ 株 当 た り  
 中 間 配 当 金 年 間 配 当 金 
      円    銭  

１９９９年９月中間

期 

   １２  ５０ － 

１９９８年９月中間

期 

   １０  ００ － 

１９９９年３月期 － ２５円 ００銭  

 
(３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％       円    銭 
１９９９年９月中間

期 

４７,０４７ ４１,２４１ ８７.７   １,６１３  １０ 

１９９８年９月中間

期 

４５,４１９ ３７,３０６ ８２.１   １,５０９  ４８ 

１９９９年３月期 ４６,４６８ ３９,３５４ ８４.７   １,５６６  ５８ 

 (注) １９９９年９月中間期 ２５,５６６,６４１株 
  1. 期末発行済株式数 １９９８年９月中間期 ２４,７１４,７７７株 
   （額面株式、1単位の株式数100株) １９９９年３月期 ２５,１２１,４１９株 
  2. 中間期末の有価証券の評価損益 ３,４１８百万円 
  3. 中間期末のデリバティブ取引の評価損益 ０百万円 
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２．２０００年３月期の業績予想（１９９９年４月１日～２０００年３月３１日) 
     １株当たり年間配当金 

     期  末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 
２０００年３月

期 
３５,６００ １,４００ ３,５００ ２,５００ １２  ５０ ２５  ００ 

(参考) １株当たり予想当期純利益 ９７円 ７８銭 

売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 営 業 利 益 
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（ローランド／単独） 

 

添 付 資 料 

 

 

（１）経 営 方 針 

 

 

１．経営の基本方針 

当社は「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、「創造の喜びを世界にひろめよう」「BIGGEST より BEST

になろう」「共感を呼ぶ企業にしよう」の３つの経営理念を掲げております。これらはそれぞれ、創造性や新

しい分野を切り拓いていく姿勢、量よりも質を重視し№１を目指すこと、顧客、株主、投資家、取引先、社員

が良きパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目指すことを示しております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財

政状態の維持を基本方針としています。 

株主配当につきましては、配当性向３０％前後を考慮に入れるとともにより積極的な利益還元策も視野に入

れつつ、株主各位のご期待に添うよう努めてまいります。また、内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並

びに新しい市場ニーズに応えるための技術開発、フレキシブルな生産体制の拡充及び市場競争力の増強に充て、

これにより収益の向上と経営基盤の強化をはかります。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略 

当社は従来より“製品カテゴリー毎に№１商品を創り育てる”“商品の市場価値を３０％高める”を目標と

した「３０１プロジェクト」を推進しておりますが、この運動を更に強化するためフォーカスした製品をグル

ープ化し、各グループ毎に開発・生産・販売各部門で情報を共有し、少数精鋭化のもと、顧客のニーズにマッ

チした商品を迅速に提供してまいります。特に、「ＣＫ２０００プロジェクト」を発足させ、デジタル・ピア

ノ、オルガンを電子楽器の基本と位置付け、経営資源を重点的に投入し、顧客満足度を高め、一層のシェア拡

大に努めてまいります。さらに、製品グループの特定分野においては、よりフォーカスした製品の開発・販売

等を推進するため分社化を積極的に行い、人材の活性化、市場競争力の強化を図ってまいります。 

日本，北米，欧州市場に設けた生産拠点においては、原則として生産地国通貨による取引（日本生産品は円

建による輸出）とし、為替変動や貿易規制への対応にとどまらず、世界各地の嗜好に応じた製品を最も効率よ

く生産しうる体制をとっております。製品の販売においては、国内では販売ルートや販売店の選別を強化し、

海外では各国の文化的・経済的事情に通じた各国経営陣の率いる海外の販売関係会社を中心とした販売体制を

充実させる所存であります。 

 

４．会社の対処すべき課題 

当社は従来から製品カテゴリー別市場において№１製品を提供してまいりました。経営環境は依然厳しく、

特に海外においては円の高止まりにより企業競争が激化すると予想されますが、今後も「コアとなる当社独自

のテクノロジーをベースに各カテゴリーでの№１を目指す専門集団」として地球環境に配慮しながら、経営資

源の効率的配分、フラットな組織運営によるマネジメント業務のスピード化に努め、将来の目標として連結Ｒ

ＯＥ１０％の実現を目指したいと考えております。 

 



 － 4 －

（ローランド／単独） 

 

 

（２）経 営 成 績 

 

 

  １．当中間期の概況 

当中間期の売上高は１７２億８４百万円（前年同期比１１億７３百万円、６.４％減）、経常利益は１９億１０百万

円（前年同期比０百万円、０.０％減）、中間純利益は１３億３３百万円（前年同期比３億６３百万円、３７.５％増）

となりました。 
営業の概況（品目別）は次のとおりです。 
 

   ［電子楽器］ 

国内はキーボードシンセサイザー「ＸＰシリーズ」、ダンス／クラブミュージック向けの音源付きシーケンサー「Ｍ

Ｃシリーズ」やＤＪミキサー「ＤＪ－１０００」が一時の勢いをなくし前年同期を下回りました。また、ギター用マ

ルチエフェクター「ＧＴ－３」は売上を伸ばしましたが、単機能であるコンパクトエフェクターは減少しました。 

海外はキーボードシンセサイザー「ＸＰシリーズ」は引き続き好調でしたが、「ＪＸ－３０５」や音源付きシーケ

ンサー「ＭＣシリーズ」などのダンス／クラブミュージック市場向け製品が低調でした。また、「ＧＴ－３」に代表

されるギター用マルチエフェクターは好調に推移し、売上を伸ばしました。 
 

   ［家庭用電子楽器］ 

国内は低価格帯の電子ピアノ「ＨＰ－１４５／２４５」が好調に推移しました。また、自動伴奏機能付きデジタル

ピアノ「ＫＲ－３７５」も前年同期を上回りました。電子オルガン「ＡＴシリーズ」も楽器店向け展示導入など、新

しい販売活動の効果が出はじめています。 

海外は電子キーボードは、従来からの「Ｅシリーズ」に加え、前期下期よりラインアップされた「ＥＭシリーズ」

が売上に貢献しました。また、電子オルガン「ＡＴシリーズ」が大きく売上を伸ばすものの、電子ピアノ「ＨＰシリ

ーズ」や自動伴奏機能付きデジタルピアノ「ＫＲシリーズ」は前年ほどの勢いがなく減少しました。 
 

   ［音響機器］ 

昨年の大きな伸長要因であった、デジタル録音機器「ＶＳシリーズ」は国内外ともに需要が一巡したため、前年同

期を下回りました。アンプ＆スピーカーは内外ともに好調で、デジタルミキサー「ＶＭシリーズ」はラインアップの

拡充により海外で売上を伸ばしました。 
 

   ［コンピュータ・ミュージック関連機器他］ 

ＭＩＤＩ音源としては世界初となるＵＳＢ対応のＤＴＭサウンドモジュール「ＳＣ－８８５０」を発売し国内外と

もに好調でした。特に国内は「ミュージ郎」シリーズのラインアップを一新することにより好調に売上を伸ばしまし

た。 
 

なお、当社株式は１９９９年９月１日に関係各位のご協力により、東京証券取引所・大阪証券取引所市場第一部銘

柄に選定されました。 

 

  ２．通期の見通し 

国内は一部を除いて、経済の低迷による消費の冷え込みが依然続いています。一方、北米市場は引き続き好調を維

持しておりますが、ＥＵ市場は回復の方向にあるものの未だ予断を許さない状況が予想されます。国内・海外とも商

品の多様化に伴い、顧客ニーズにマッチした商品を迅速に提供し、商品の販売拡大と市場の活性化に尽力いたします。

２０００年３月期の通期業績予想につきましては、売上高で３５,６００百万円（前期比０.１％増）、営業利益１,

４００百万円（前期比６.５％増）、経常利益３,５００百万円（前期比６.９％減）、当期純利益２,５００百万円（前

期比６.５％増）を見込んでおります。 
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（ローランド／単独） 

 

 

（３）コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等 

 

 

  １．対応状況等 

ａ．取組み方針 

当社は、西暦２０００年問題を顧客対応及び業務継続性の維持の観点から最重要事項と認識し、国内・海外の関

係会社とも連携し対応を進めております。 

 

ｂ．取組み体制 

当社では「コンピュータ西暦２０００年問題対策委員会」を設置し、開発製品、生産設備及び部材、社内基幹業

務システム等における現状調査の実施、対応状況の把握など、取引先との関連も含めて対処しております。同委員

会では、全グループ会社を対象とし、進捗状況の確認及び報告を定期的に実施しております。また、同委員会では、

社内啓蒙により西暦２０００年問題の危機管理に対する意識向上に努めております。 

 

ｃ．対応の進捗状況 

当社の製品については、対応を要する製品が数機種ありましたが、既に社内での対応は完了しており、また、お

客様における対応方法等も当社のインターネットホームページ上で広く公開しております。 

生産設備及び部材については、取引先への調査を行うと同時に取引先との協議を進めた結果、対応はほぼ完了い

たしました。 

社内基幹業務システムについては、模擬テストも含め当初の予定通り１９９９年８月末に対応が完了いたしまし

た。 

今後、新たな対応が必要になった場合にも迅速に対応できるよう従来の体制を引き続き維持してまいります。 

 

  ２．対応のための支出金額等 

西暦２０００年問題に対応するための直接的な費用は、システム・機器類の交換及びソフトウエアの修正等に約１

００百万円を見積もっており、前回公表時（１９９９年５月１９日決算短信）から変更ありません。 

なお、この支出金額は当社の経営に大きな影響を及ぼすことはありません。 

 

  ３．危機管理計画等 

当社では不測の事態を想定して、事態対応の危機管理計画を策定いたしました。なお、同計画書は対応状況、社会

情勢等を勘案したうえで随時、見直し、改訂を行っております。 

問題発生時には問題発生の影響を最小限に抑えるため、同計画書に基づき、危機発生対策本部を設置し、迅速な復

旧策、保全策を講じます。また、同計画書では、２０００年年始における社内の状況把握のための行動計画を策定す

るとともに、電力、水道、交通機関、通信機関等の社会インフラに障害が発生した場合の対応についても定めており

ます。 
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（ローランド／単独） 

 

 

 (４)－Ⅰ 比  較  貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円） 

 １９９９年９月中間

期 

１９９８年９月中間

期 

１９９９年３月期 

科     目 ( 1 9 9 9 . 9 . 3 0 ) ( 1 9 9 8 . 9 . 3 0 ) ( 1 9 9 9 . 3 . 3 1 ) 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

( 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

 流  動  資  産       

現 金 及 び 預 金 ９,０５２  ９,２６５  ８,１９５  

受 取 手 形 ８７６  １６３  ９０４  

売 掛 金 ３,４０４  ３,１４９  ３,６５４  

た な 卸 資 産 ３,８９２  ４,３４３  ３,７４４  

そ の 他 ２,１３３  １,８３９  ２,１７３  

貸 倒 引 当 金  △   ３３  △   ４６  △   ４８  

流 動 資 産 合 計 １９,３２７ 41.1 １８,７１５ 41.2 １８,６２４ 40.1 

 固  定  資  産       

 有 形 固 定 資 産       

建 物 ５,０４２  ４,９７７  ５,１５２  

機 械 及 び 装 置 ３１３  ３８１  ３４３  

工 具 器 具 備 品 ７８０  ７５０  ７８８  

土 地 ６,１４８  ５,９９７  ６,１３１  

建 設 仮 勘 定 ５０  ９２  ５４  

そ の 他 ２３９  ２４４  ２４７  

有 形 固 定 資 産 合 計 １２,５７５ 26.7 １２,４４３ 27.4 １２,７１６ 27.4 

 無 形 固 定 資 産 ２８４ 0.6 ４１２ 0.9 ２６５ 0.6 

 投 資 等       

投 資 有 価 証 券 １,８２８  １,５７０  １,８３０  

子 会 社 株 式 ９,９０４  ８,９５５  ９,８４４  

子 会 社 出 資 金 ８９０  ８９０  ８９０  

そ の 他 ２,３２２  ２,８８４  ２,３８１  

投 資 評 価 引 当 金 △   ７９  △   ７９  △   ７９  

貸 倒 引 当 金 △    ５  △  ３７２  △    ５  

投 資 等 合 計 １４,８６０ 31.6 １３,８４８ 30.5  １４,８６２ 31.9 

固 定 資 産 合 計 ２７,７２０ 58.9 ２６,７０４ 58.8 ２７,８４４ 59.9 

資 産 合 計 ４７,０４７ 100.0 ４５,４１９ 100.0 ４６,４６８ 100.0 

（注）当中間期より、投資等の「その他」に含まれていたソフトウェア（２３２百万円）を「無形固定資産」に組替 

   えております。なお、前期（２１８百万円）及び前中間期（２１５百万円）においても同様であります。 
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（単位：百万円） 

 １９９９年９月中間

期 

１９９８年９月中間

期 

１９９９年３月期 

科     目 ( 1 9 9 9 . 9 . 3 0 ) ( 1 9 9 8 . 9 . 3 0 ) ( 1 9 9 9 . 3 . 3 1 ) 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 

 流  動  負  債       

買 掛 金 ２,３５２  ２,４０６  ２,５８８  

未 払 法 人 税 等 ６０５  ７０９  ３７７  

賞 与 引 当 金 ７４２  ７３２  ６９９  

そ の 他 ８２６  １,０９７  １,１８９  

流 動 負 債 合 計 ４,５２７ 9.6 ４,９４６ 10.9 ４,８５５ 10.4 

 固  定  負  債       

転 換 社 債 ８０８  ２,７２９  １,８１２  

長 期 借 入 金 ８  １０  ８  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ３８７  ３７１  ３８７  

そ の 他 ７４  ５６  ５１  

固 定 負 債 合 計 １,２７８ 2.7 ３,１６６ 7.0 ２,２５９ 4.9 

負 債 合 計 ５,８０６ 12.3 ８,１１３ 17.9 ７,１１４ 15.3 

( 資 本 の 部 )       

資 本 金 ９,２６７  ８,３０６  ８,７６５  

法 定 準 備 金       

資 本 準 備 金 １０,７９３  ９,８３３  １０,２９２  

利 益 準 備 金 ６８３  ６０９  ６３３  

剰 余 金       

任 意 積 立 金 １８,６２６  １７,１２６  １７,１２６  

中間(当期)未処分利益 １,８６９  １,４２９  ２,５３６  

(中間〔当期〕純利益) (  １,３３３)  (    ９６９)  (  ２,３４８)  

資 本 合 計 ４１,２４１ 87.7 ３７,３０６ 82.1 ３９,３５４ 84.7 

負 債 及 び 資 本 合 計 ４７,０４７ 100.0 ４５,４１９ 100.0 ４６,４６８ 100.0 

（注）前期より「未払事業税等」のうち、未払事業税は「未払法人税等」に、未払事業所税は流動負債の 

   「その他」に組替えております。なお、未払事業税の組替額は当中間期１９８百万円、前中間期１８７ 

   百万円、未払事業所税については当中間期１１百万円、前中間期１２百万円であります。 
 
 

(貸借対照表の注記) 

 (1999 年 9 月中間期) (1998 年 9 月中間期) ( 1 9 9 9 年 3 月期) 

有 形固定資産の減価償却累計額 ９,３５７百万円 ９,１２１百万円 ９,５３８百万円 

輸 出 手 形 割 引 高 ７１４百万円 ２,４１４百万円 ８２８百万円 

保 証 債 務 １,３６４百万円 １,３１８百万円 １,３５５百万円 

自己株式の数及び貸借対照表価額 ５０株 １３１株 ２１７株 

 １９２千円 ３５６千円 ７６０千円 

発 行 済 株 式 数 の 増 加    

転換社債の株式転換  発行株式数 ４４５,２２２株 ３１,０４１株 ４３７,６８３株 

発行総額 １,００４百万円 ６９百万円 ９８６百万円 

資本組入額 ５０２百万円 ３５百万円 ４９３百万円 
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 (４)－Ⅱ 比 較 損 益 計 算 書 

 

（単位：百万円） 

 
１９９９年９月中間

期 

１９９８年９月中間

期 

１９９９年３月期 

科     目 (1999.4.1～1999.9.30) (1998.4.1～1998.9.30) (1998.4.1～1999.3.31) 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

( 経 常 損 益 の 部 )  ％  ％  ％ 

営 業 損 益 の 部       

売 上 高 １７,２８４ 100.0 １８,４５７ 100.0 ３５,５６６ 100.0 

売 上 原 価 １２,４１５ 71.8 １３,４００ 72.6 ２５,７６３ 72.4 

売 上 総 利 益 ４,８６９ 28.2 ５,０５６ 27.4 ９,８０３ 27.6 

販売費及び一般管理費 ４,２２３ 24.5 ４,１７２ 22.6 ８,４８８ 23.9 

営 業 利 益 ６４５ 3.7 ８８４ 4.8 １,３１４ 3.7 

営 業 外 損 益 の 部       

営 業 外 収 益       

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １,０６３  ８２２  １,９５８  

そ の 他 ４０６  ３７０  ５９３  

営 業 外 費 用       

支 払 利 息 及 び 割 引 料 ４  １６  ２８  

有 価 証 券 評 価 損 ２  １４９  １２  

そ の 他 １９７  ０  ６５  

経 常 利 益 １,９１０ 11.0 １,９１１ 10.4 ３,７６０ 10.6 

( 特 別 損 益 の 部 )       

特 別 利 益       

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 １５  １０  ５０  

そ の 他 １１  －  －  

特 別 損 失       

固 定 資 産 除 売 却 損 ６４  １１６  １２６  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 －  ６  １３６  

そ の 他 ６  －  －  

税引前中間（当期）純利益 １,８６７ 10.8 １,７９８ 9.7 ３,５４９ 10.0 

法人税､住民税及び事業税 ５３４  ８２９  １,２０１  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 １,３３３ 7.7 ９６９ 5.3 ２,３４８ 6.6 

前 期 繰 越 利 益 ５３６  ４６０  ４６０  

中 間 配 当 額 －  －  ２４７  

利 益 準 備 金 積 立 額 －  －  ２４  

中間（当期）未処分利益 １,８６９  １,４２９  ２,５３６  

（注）中間財務諸表規則の一部改正に伴い、前中間期についても改正後の表示区分に組替えております。 

  「販売費及び一般管理費」から「法人税、住民税及び事業税」へ組替えた事業税は、当中間期１３１百万円、 

前中間期２０３百万円であります。 

 「売上原価」から「販売費及び一般管理費」へ組替えた研究開発費は、当中間期１３１百万円、 

前中間期１３６百万円、前期２７２百万円であります。 
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(リース取引関係) 

項     目 (１９９９年９月中間期) (１９９８年９月中間期) ( １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 ) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

  

リース物件の取得価額相当額、減

価 償 却 累 計 額 相 当 額 及 

  取得価

額相当

額 

減価償

却 

累計額 

相当額 

中間期 

末残高 

相当額 

  取得価

額相当

額 

減価償

却 

累計額 

相当額 

中間期

末残高

相当額

   取得価

額  

相  当

額  

減価償

却 

累計額 

相当額 

期末残

高相 当 

額 

 

び（中間）期末残高相当額 
 機械及 

び装置 

百万円 

２４３ 

百万円 

１１２ 

百万円 

１３１ 

  機械及

び装置

百万円

２４３

百万円 

７１ 

百万円

１７２

  機械及 

び装置 

百万円

２４３

百万円 

９２ 

百万円 

１５１ 

 

  
工具器 
具備品 １１５ ７４ ４０   

工具器
具備品 １２４ ５９ ６５   

工具器 
具備品 １２０ ６７ ５２  

  その他 ６ ２ ４   その他 ６ ０ ５   その他 ６ １ ４  

  合 計 ３６５ １８９ １７６   合 計 ３７４ １３１ ２４３   合 計 ３７０ １６１ ２０９  

    

未経過リース料（中間）期末 

残 高 相 当 額 

１年内  ６５百万円 

１年超 １１８百万円 

合 計 １８４百万円 

１年内  ６５百万円 

１年超 １８４百万円 

合 計 ２５０百万円 

１年内   ６５百万円 

１年超  １５１百万円 

合 計  ２１７百万円 

支 払 リ ー ス 料 ３６百万円 ３９百万円 ７６百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ３２百万円 ３５百万円 ６９百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ３百万円 ５百万円 ９百万円 

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によ

っております。 

同  左 同  左 

    
利 息 相 当 額 の 算 定 方 法 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

同  左 同  左 

 

 

(中間財務諸表作成の基本となる事項) 

 

   1．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続と異なる会計処理の基準 

    (1) 法人税及び住民税並びに事業税の計上方法 

       過去３ヶ年の税引前中間純利益に対する法人税及び住民税並びに事業税の割合の平均を求め、これに１９９８ 

      年度の法人税法の改正による影響額を考慮し、当中間会計期間の税引前中間純利益を基礎として税額を算出して 

      おります。 

 

    (2) 減価償却費の計上方法 

       当中間会計期間末の固定資産に対する年間償却額を、期間を基準として当中間会計期間に配分しております。 

 

    (3) 役員退職慰労引当金繰入額の計上方法 

       年間繰入見込額を期間を基準として当中間会計期間に配分しております。 
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   2．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

      商品，製品，原材料及び仕掛品  ・・・  総平均法による低価法 

      貯蔵品             ・・・  最終仕入原価法 

 

   3．たな卸資産以外の資産について原価基準以外の基準を採用している場合の評価基準 

      取引所の相場のある有価証券・・・移動平均法による低価法 

                        (切放し方式) 

 

   4．有形固定資産の減価償却の方法 

法人税法に規定する方法と同一の基準により定率法を採用しております。 

 ただし、１９９８年度の法人税法の改正に伴い１９９８年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)

については、定額法を採用しております。 

 

   5．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

   6．消費税等の処理方法 

 税抜方式で処理しております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含

めて表示しております。 

 

   7．その他中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

    (1) ソフトウェアは、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第１２号１９９９年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用

しております。ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示は、投資等の「その他」から無形固定資産に

変更し、減価償却の方法については、市場販売目的のソフトウェアに関しては販売可能有効期間における見込販売

数量に基づく方法に、自社利用のソフトウェアに関しては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に、

それぞれよっております。なお、前中間期及び前期も同様に組替えております。 

 

    (2) 研究開発費は、技術センターで発生した費用を製造原価として期間費用処理しておりましたが、当該研究開発費

のうち新製品、新素材及び新技術の研究開発に要した費用については、当中間期から一般管理費として処理するこ

とにいたしました。 

      これは、前述の実務指針の適用を契機に、当中間期において当社における研究開発業務の見直しを行い、原価性

の稀薄な当該新製品等の研究開発費を一般管理費として処理することにしたものであります。なお、前中間期及び

前期も同様に組替えております。 
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 (５)－Ⅰ 製 品 別 売 上 高 明 細 表 
 
 （単位：百万円） 

              １９９９年９月中間 １９９８年９月中間 １９９９年３月期 

品          目 (1999.4.1～1999.9.30) (1998.4.1～1998.9.30) (1998.4.1～1999.3.31) 

                金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比 

  ％  ％  ％ 
電 子 楽 器 ８,５４０ 49.4 ９,０５７ 49.1 １６,９９８ 47.8 

家 庭 用 電 子 楽 器 ３,１９４ 18.5 ３,６５８ 19.8 ６,９７５ 19.6 

音 響 機 器 ３,３１１ 19.2 ３,７９５ 20.6 ７,６２４ 21.4 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器他  ２,２３８ 12.9 １,９４５ 10.5 ３,９６７ 11.2 

合 計 １７,２８４ 100.0 １８,４５７ 100.0 ３５,５６６ 100.0 

 

 (内輸出の状況）                                    （単位：百万円） 

      ％      ％      ％ 
電 子 楽 器 ６,４９１ 58.2 ６,７６９ 55.9 １２,２００ 53.6 

家 庭 用 電 子 楽 器 １,９８５ 17.8 ２,５０１ 20.7 ４,６６４ 20.5 

音 響 機 器 ２,０６８ 18.5 ２,３１１ 19.0 ４,７５０ 20.9 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器他  ６０８ 5.5 ５３１ 4.4 １,１４１ 5.0 

合 計 １１,１５３ 100.0 １２,１１３ 100.0 ２２,７５７ 100.0 

                                              （ 輸 出 割 合 ） （６４.５％） （６５.６％） （６４.０％） 
 

 
 

 

 (５)－Ⅱ 主要製品の期中受注高及び受注残高  

 

       見込生産を行っておりますので、該当事項はありません。 
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（６）有 価 証 券 の 時 価 等   

 

（単位：百万円） 

 
１９９９年９月中間期 １９９８年９月中間期 １９９９年３月期 

 (１９９９.９.３０) (１９９８.９.３０) (１９９９.３.３１) 

種 類 貸 借       評 価 貸 借       評 価 貸 借       評 価 

 対 照 表時 価       対 照 表 時 価       対 照 表 時 価    

 計 上 額       損 益 計 上 額       損 益 計 上 額       損 益 

( 1 ) 流動資産に                            

   属 す る も の                            

   株    式 0 0 △   0 10 10 △   0 0 0 0 

   債    券 － － － 14 15 0 － － － 

   そ  の  他 100 94 △   5 150 141 △   8 150 142 △   7 

   小    計 100 94 △   5 174 167 △   7 150 143 △   7 

( 2 ) 固定資産に          

   属 す る も の          

   株    式 966 4,347 3,380 524 4,278 3,753 969 4,731 3,761 

 ( 189) (3,040) (2,851) ( 189) (3,882) (3,692) ( 189) (3,803) (3,614) 

   債    券 82 85 3 48 49 1 82 85 3 

   そ  の  他 281 320 39 522 281 △ 241 286 220 △  65 

   小    計 1,330 4,754 3,423 1,095 4,609 3,513 １,338 5,038 3,699 

 ( 189) (3,040) (2,851) ( 189) (3,882) (3,692) ( 189) (3,803) (3,614) 

   合    計 1,430 4,848 3,418 1,269 4,776 3,506 1,488 5,181 3,692 

 ( 189) (3,040) (2,851) ( 189) (3,882) (3,692) ( 189) (3,803) (3,614) 

 (注)1. 時価等の算定方法 

     国内上場有価証券     主に東京証券取引所の最終価格 

     海外上場有価証券     主たる証券取引所の最終価格 

       店頭売買有価証券     日本証券業協会の公表売買価格等 

       証 券 投資信託    基準価格 

非 上 場 債 券     日本証券業協会の公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて 

                     算出した価格 

     2. 流動資産に属するものの株式には、自己株式を含んで表示しております｡ 

 (１９９９年９月中間期) (１９９８年９月中間

期 ) 

(１９９９年３月期) 

自己株式に係る評価損益 △ ０百万円 ０百万円 ０百万円 

 

     3. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

 (１９９９年９月中間期) (１９９８年９月中間

期 ) 

(１９９９年３月期) 

(固定資産)    

非 上 場 外 国 債 券 ２００百万円 ２３０百万円 ２００百万円 

店 頭 売 買 株 式 を 
除 く 非 上 場 株 式 １０,２０２百万円 ９,２００百万円 １０,１３７百万円 

(うち子会社及び関連会社株式) （１０,１９０百万円） （９,１８８百万円） （１０,１２５百万円） 

   4. （ ）内の数字（内数）は、子会社に係るものであります。 
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（ローランド／単独） 

 

 

 ( 7 )  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

（単位：百万円） 

区  １９９９年９月中間期 １９９８年９月中間期 １９９９年３月期 

 種    類 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

分   うち1年超    うち1年超    うち1年超   

市              

場 為替予約取引             

取   売 建             

引    米 ド ル 14 － 14      0 2 0 2 △   0 30 － 33 △   2 

以              

外 通貨ｽﾜｯﾌ゚ 取引             

の   売 建             

取    米 ド ル 2 0 2      0 5 2 6 △   1 3 1 3 △   0 

引              

合   計 17 0 16      0 7 2 9 △   1 34 1 37 △   2 

 

（注） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 

1.  時価の算定方法 

  (1)  為替予約取引 

中間会計期間末の時価は、先

物相場を使用しております。 

  (2)  通貨スワップ取引 

中間会計期間末の時価は、主

たる金融機関から提示された

価格によっております。 

2.  外貨建金銭債権債務等に先物為

替予約等が付されていることに

より、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務

等で、中間貸借対照表に当該円貨

額で表示しているものについて

は、開示の対象から除いておりま

す。 

1.  時価の算定方法 

  (1)  為替予約取引 

      同   左 

 

  (2)  通貨スワップ取引 

      同   左 

 

 

2.         同      左 

1.  時価の算定方法 

  (1)  為替予約取引 

期末の時価は、先物相場を使

用しております。 

  (2)  通貨スワップ取引 

期末の時価は、主たる金融機

関から提示された価格によっ

ております。 

2.  外貨建金銭債権債務等に先物為

替予約等が付されていることに

より、決済時における円貨額が確

定している外貨建金銭債権債務

等で、貸借対照表に当該円貨額で

表示しているものについては、開

示の対象から除いております。 

 



 
２０００年３月期 中間連結決算短信 １９９９年１１月１２日

 

上 場 会 社 名 ローランド株式会社 上場取引所（所属部）東証･大証  第１部 
コ ー ド 番 号 ７９４４ 
本 社 所 在 地 大阪市北区堂島浜一丁目４番１６号 
問 合 せ 先 責任者役職名 専務取締役財務部長 
 氏 名 新   田    寛     ＴＥＬ (06) 6345 - 9800 
中間連結決算取締役会開催日 １９９９年１１月１１日   
      
 
１．１９９９年９月中間期の業績（１９９９年４月１日～１９９９年９月３０日） 
 中間連結財務諸表につきましては、前中間期より作成しておりますので、前中間期の（対前年中間期増  
  減率）は記載しておりません。 
 
（１）経営成績 (百万円未満切捨表示） 

 
売 上 高 

対前年中間期

増　 減　 率










 

営 業 利 益 
対前年中間期

増　 減　 率










 

経 常 利 益 
対前年中間期

増　 減　 率










 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
1999年 9 月中間期 ２９,８９１  （△５.０）  ２,７０８（△２６.２）  ２,８８０（△２５.０） 
1998年 9 月中間期 ３１,４６６ （   －） ３,６７０（     －）  ３,８４３（     －） 

1 9 9 9 年 3 月期 ６６,２３２ ９,０３５            ９,４６０ 
 

 
中間（当期）純利益 

対前年中間期

増　 減　 率










 １ 株 当 た り 中 間 

（ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円       ％ 円  銭 
1999年 9 月中間期      １,６９９    （ ２.５） ６７  ０２   
1998年 9 月中間期      １,６５８    （   －） ６７ １７ 

1 9 9 9 年 3 月期      ４,３９０ １７７ ０７ 

(注)1.持分法投資損益 １９９９年９月中間期  ３７百万円  １９９８年９月中間期 ４９百万円 
           １９９９年３月期   １９２百万円 
  2.会計処理の方法の変更  無 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
1999年 9 月中間期 ６５,６５６ ５０,２９１ ７６.６ １,９６７  ０６ 
1998年 9 月中間期 ６７,６０４ ４４,６９０ ６６.１ １,８０８ ２５ 

1 9 9 9 年 3 月期 ６６,０６５ ４８,０９８ ７２.８ １,９１４ ６４ 

 

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １３社   持分法適用非連結子会社数 無   持分法適用関連会社数 ６社 

 

２．２０００年３月期の業績予想（１９９９年４月１日～２０００年３月３１日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
2000 年 3 月期 ６２,０００ ６,２００ ６,３００ ３,７００ 

(参考) １株当たり予想当期純利益 （連結）   １４４円 ７２銭 （単独）   ９７円 ７８銭 
 

〔参  考〕当社（単独）の１９９９年９月中間期の業績（１９９９年４月１日～１９９９年９月３０日） 

売 上 高 
対 前 期

増 減 率










 
営  業  利  益 

対 前 期

増 減 率










 
経 常 利 益 

対 前 期

増 減 率










 

百万円     ％ 百万円       ％ 百万円     ％ 
１７,２８４  （△６.４） ６４５   （△２６.９） １,９１０  （△０.０） 

 

中間純利益
対 前 期

増 減 率










 １ 株 当 た り 

中 間 純 利 益 
総  資  産 株 主 資 本 

百万円   ％ 円  銭 百万円 百万円 
１,３３３（３７.５） ５２ ５８ ４７,０４７ ４１,２４１ 
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（ローランド／連結） 

（１） 経 営 方 針 

  

１．経営の基本方針 

 当社は「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、「創造の喜びを世界にひろめよう」「BIGGEST より BEST

になろう」「共感を呼ぶ企業にしよう」の３つの経営理念を掲げております。これらはそれぞれ、創造性や新

しい分野を切り拓いていく姿勢、量よりも質を重視し№１を目指すこと、顧客、株主、投資家、取引先、社員

が良きパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目指すことを示しておりま

す。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 当社は従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財

政状態の維持を基本方針としています。 

 株主配当につきましては、配当性向３０％前後を考慮に入れるとともにより積極的な利益還元策も視野に入

れつつ、株主各位のご期待に添うよう努めてまいります。また、内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並

びに新しい市場ニーズに応えるための技術開発、フレキシブルな生産体制の拡充及び市場競争力の増強に充て、

これにより収益の向上と経営基盤の強化をはかります。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略 

 当社は従来より“製品カテゴリー毎に№１商品を創り育てる”“商品の市場価値を３０％高める”を目標と

した「３０１プロジェクト」を推進しておりますが、この運動を更に強化するためフォーカスした製品をグル

ープ化し、各グループ毎に開発・生産・販売各部門で情報を共有し、少数精鋭化のもと、顧客のニーズにマッ

チした商品を迅速に提供してまいります。特に、「ＣＫ２０００プロジェクト」を発足させ、デジタル・ピア

ノ、オルガンを電子楽器の基本と位置付け、経営資源を重点的に投入し、顧客満足度を高め、一層のシェア拡

大に努めてまいります。さらに、製品グループの特定分野においては、よりフォーカスした製品の開発・販売

等を推進するため分社化を積極的に行い、人材の活性化、市場競争力の強化を図ってまいります。 

 日本，北米，欧州市場に設けた生産拠点においては、原則として生産地国通貨による取引（日本生産品は円

建による輸出）とし、為替変動や貿易規制への対応にとどまらず、世界各地の嗜好に応じた製品を最も効率よ

く生産しうる体制をとっております。製品の販売においては、国内では販売ルートや販売店の選別を強化し、

海外では各国の文化的・経済的事情に通じた各国経営陣の率いる海外の販売関係会社を中心とした販売体制を

充実させる所存であります。 

  

４．会社の対処すべき課題 

 当社は従来から製品カテゴリー別市場において№１製品を提供してまいりました。経営環境は依然厳しく、

特に海外においては円の高止まりにより企業競争が激化すると予想されますが、今後も「コアとなる当社独自

のテクノロジーをベースに各カテゴリーでの№１を目指す専門集団」として地球環境に配慮しながら、経営資

源の効率的配分、フラットな組織運営によるマネジメント業務のスピード化に努め、将来の目標として連結Ｒ

ＯＥ１０％の実現を目指したいと考えております。 
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（ローランド／連結） 

（２）経 営 成 績 

 

  １．当中間期の概況 

 当中間期の売上高は、好景気に支えられた北米では前年に引き続き好調を持続しましたが、欧州及び国内の景

気停滞、円高の影響等により２９８億９１百万円（前年同期比１５億７４百万円、５．０％減）となりました。

経常利益は２８億８０百万円（前年同期比９億６２百万円、２５．０％減）、中間純利益は１６億９９百万円

（前年同期比４０百万円、２．５％増）となりました。 

営業の概況（事業の種類別セグメント）は次のとおりです。 

 

   ［電子楽器事業］ 

日本においては、コンピュータ・ミュージック関連機器が好調で、 ＭＩＤＩ音源としては世界初となるＵＳ

Ｂ対応のＤＴＭサウンドモジュール「ＳＣ－８８５０」や、ラインアップを一新した「ミュージ郎」シリーズが

売上を大きく伸ばしました。その一方、前年の大きな伸長要因であった、デジタル録音機器「ＶＳシリーズ」、

「キーボードシンセサイザー」やダンス／クラブミュージック向けの音源付きシーケンサー「ＭＣシリーズ」、

ＤＪミキサー「ＤＪ－１０００」が前年ほどの勢いがなく、売上高は前年を下回りました。 

北米においては、アメリカの好景気を背景に前年に引き続き好調を持続しました。デジタル録音機器「ＶＳシ

リーズ」が前年を上回る売上を記録し、新製品のデジタルドラムセット「Ｖ－ＰＲＯ－ＳＥＴ」も好調で、売上

高は米ドルベースでは前年を上回りましたが、円高の影響により、為替換算後の金額では減少となりました。 

欧州においては、景気の停滞、イタリアで生産する家庭用電子楽器の販売鈍化及び円高の影響により、売上高

は前年を下回りました。 

また、円高の影響で海外販売子会社の仕入価格が上昇したため粗利率が低下し、営業利益は前年を下回る結果

となりました。 

以上の結果、当中間期の売上高は、２４６億１１百万円（前期比７．５％減）、営業利益は２１億３８百万円

（前期比２８．８％減）の減収減益となりました。 

 

   ［コンピュータ周辺機器事業］ 

日本においては、1440dpi、６色顔料インク採用の超写真画質の大型インクジェットプリンタ「Hi-Fi JET Ｆ

Ｊ－５０／４０」が前年に引き続き売上を伸ばし、また、世界的にシェアを誇るプロッタ「ＣＡＭＭ－１ＰＲ

Ｏ」シリーズの後継機「ＣＭ－５００／４００／３００」の好調に支えられ、売上高は前年を上回りました。 

海外においても、大型インクジェットプリンタ「ＦＪ－５０／４０」や「ＣＡＭＭ－１ＰＲＯ」シリーズの

「ＣＭ－５００／４００／３００」の売上が好調で、売上高は前年を上回りました。しかし、同時に粗利率の低

いサプライ品の売上割合が増加し、また、円高の影響で海外販売子会社の仕入価格が上昇したため粗利率が低下

し、営業利益は前年を下回る結果となりました。 

以上の結果、当中間期の売上高は、５３億３百万円（前期比９．３％増）、営業利益は５億６９百万円（前期

比１１．２％減）の増収減益となりました。 
 

なお、当社株式は１９９９年９月１日に関係各位のご協力により、東京証券取引所・大阪証券取引所市場第一

部銘柄に選定されました。 

 

  ２．通期の見通し 

国内は一部を除いて経済の低迷による消費の冷え込みが依然続いています。一方、北米市場は引き続き好調を

維持しておりますが、ＥＵ市場は回復の方向にあるものの未だ予断を許さない状況が予想されます。 

電子楽器事業においては、国内・海外とも商品の多様化に伴い、顧客ニーズにマッチした商品を迅速に提供し、

商品の販売拡大と市場の活性化に尽力いたします。また、コンピュータ周辺機器事業においては、カッティング

機能付大型インクジェットプリンタの新製品「ＣＪ－４００／５００」や、パーソナルユースを対象とする「パ

ソコン工作倶楽部」シリーズの新製品「ＭＤＸ－１５」等新製品の早期発売により、市場を活性化し需要の拡大

を図ってまいります。 

２０００年３月期の通期業績予想につきましては、売上高６２０億円（前期比６．４％減）、営業利益    

６２億円（前期比３１．４％減）、経常利益６３億円（前期比３３．４％減）、当期純利益３７億円（前期比 

１５．７％減）を見込んでおります。 
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（ローランド／連結） 

 

 

（３）コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等 
 

  １．対応状況等 

ａ．取組み方針 

当社は、西暦２０００年問題を顧客対応及び業務継続性の維持の観点から最重要事項と認識し、国

内・海外の関係会社とも連携し対応を進めております。 

 

ｂ．取組み体制 

当社では「コンピュータ西暦２０００年問題対策委員会」を設置し、開発製品、生産設備及び部材、

社内基幹業務システム等における現状調査の実施、対応状況の把握など、取引先との関連も含めて対

処しております。同委員会では、全グループ会社を対象とし、進捗状況の確認及び報告を定期的に実

施しております。また、同委員会では、社内啓蒙により西暦２０００年問題の危機管理に対する意識

向上に努めております。 

 

ｃ．対応の進捗状況 

当社の製品については、対応を要する製品が数機種ありましたが、既に社内での対応は完了してお

り、また、お客様における対応方法等も当社のインターネットホームページ上で広く公開しておりま

す。 

生産設備及び部材については、取引先への調査を行うと同時に取引先との協議を進めた結果、対応

はほぼ完了いたしました。 

連結グループ内基幹業務システムについては、模擬テストも含め当初の予定通り１９９９年８月末

に対応が完了いたしました。 

今後、新たな対応が必要になった場合にも迅速に対応できるよう従来の体制を引き続き維持してま

いります。 

 

  ２．対応のための支出金額等 

西暦２０００年問題に対応するための直接的な費用は、システム・機器類の交換及びソフトウエアの

修正等に約３００百万円を見積もっております。 

なお、この支出金額は当社の経営に大きな影響を及ぼすことはありません。 

 

  ３．危機管理計画等 

当社では不測の事態を想定して、事態対応の危機管理計画を策定いたしました。なお、同計画書は対

応状況、社会情勢等を勘案したうえで随時、見直し、改訂を行っております。 

問題発生時には問題発生の影響を最小限に抑えるため、同計画書に基づき、危機発生対策本部を設置

し、迅速な復旧策、保全策を講じます。また、同計画書では、２０００年年始における社内の状況把握

のための行動計画を策定するとともに、電力、水道、交通機関、通信機関等の社会インフラに障害が発

生した場合の対応についても定めております。 
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（ローランド／連結） 

 

 

（４）－Ⅰ 比較連結貸借対照表   
 

（単位：百万円） 

 １９９９年９月中間期 １９９８年９月中間期 １９９９年３月期 

科 目 (1999.9.30) (1998.9.30) (1999.3.31) 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 １６,１１８  １８,４５０  １７,３１６  

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ７,３６５  ８,０９０  ７,５３９  

有 価 証 券 ６１１  ９００  １,０１３  

た な 卸 資 産 １１,７６５  １２,８３６  １１,５７８  

そ の 他 ２,８９４  ２,１８６  ２,６０３  

貸 倒 引 当 金 △     ４５８  △   ５８９  △   ４３４  

流 動 資 産 合 計 ３８,２９７ 58.3 ４１,８７４ 61.9 ３９,６１５ 60.0 

固 定 資 産       

有 形 固 定 資 産       

建 物 及 び 構 築 物 ８,３１８  ８,４４３  ８,３３８  

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ８３７  ８４８  ８２７  

工 具 器 具 備 品 １,６４９  １,５２１  １,４３６  

土 地 ７,２２６  ７,１３６  ７,２０１  

建 設 仮 勘 定 ４９３  １４７  ６７  

有 形 固 定 資 産 合 計 １８,５２４ 28.2 １８,０９６ 26.8 １７,８７２ 27.1 

無 形 固 定 資 産       

ソ フ ト ウ エ ア ３４９  ２６２  ２９８  

電 話 加 入 権 等 １５９  １６３  １４６  

連 結 調 整 勘 定 １５  １０２  ２８  

無 形 固 定 資 産 合 計 ５２４ 0.8 ５２８ 0.8 ４７４ 0.7 

投 資 等       

投 資 有 価 証 券 ４,２０３  ３,４４０  ４,１６２  

そ の 他 ３,７５４  ３,６７９  ３,５８９  

貸 倒 引 当 金 △       １１  △    １５  △    １２  

投 資 等 合 計 ７,９４６ 12.1 ７,１０４ 10.5 ７,７３９ 11.7 

固 定 資 産 合 計 ２６，９９６ 41.1 ２５,７２９ 38.1 ２６,０８５ 39.5 

為 替 換 算 調 整 勘 定 ３６３ 0.6 －  ３６３ 0.5 

資 産 合 計 ６５,６５６ 100.0 ６７,６０４ 100.0 ６６,０６５ 100.0 

（注）当中間期より、投資等の「その他」に含まれていたソフトウエア（３４９百万円）を無形固定資産の

「ソフトウエア」に組替えております。なお、前期（２９８百万円）及び前中間期（２６２百万円）

においても同様であります。 
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（ローランド／連結） 

 

 

（単位：百万円） 

 １９９９年９月中間期 １９９８年９月中間期 １９９９年３月期 

科 目 (1999.9.30) (1998.9.30) (1999.3.31) 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 

流 動 負 債       

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ２,５６８  ４,６５１  ３,３８４  

短 期 借 入 金 ２,２９３  ３,０４２  １,９１６  

一年内返済予定長期借入金 ７  ３１４  ６８  

未 払 法 人 税 等 １,５０９  １,７０６  １,８３１  

賞 与 引 当 金 １,０９１  １,０８６  ９９６  

そ の 他 ２,１０６  ２,５５７  ２,５９１  

流 動 負 債 合 計 ９,５７８ 14.6 １３,３５９ 19.8 １０,７８８ 16.3 

固 定 負 債       

転 換 社 債 ８０８  ２,７２９  １,８１２  

長 期 借 入 金 ３３  ５０  ２７３  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ５２１  ４８７  ５１２  

そ の 他 ２７６  ３３１  ２９５  

固 定 負 債 合 計 １,６４０ 2.5 ３,５９８ 5.3 ２,８９２ 4.4 

為 替 換 算 調 整 勘 定 －  ２,０７６ 3.1 －  

負 債 合 計 １１,２１９ 17.1 １９,０３３ 28.2 １３,６８１ 20.7 

( 少 数 株 主 持 分 )       

少 数 株 主 持 分 ４,１４６ 6.3 ３,８８０ 5.7 ４,２８５ 6.5 

( 資 本 の 部 )       

資 本 金 ９,２６７ 14.1 ８,３０６ 12.3 ８,７６５ 13.3 

資 本 準 備 金 １０,７９３ 16.4 ９,８３３ 14.5 １０,２９２ 15.6 

連 結 剰 余 金 ３０,２２９ 46.0 ２６,５４９ 39.3 ２９,０４１ 43.9 

自 己 株 式 △         ０ △ 0.0 △     ０ △ 0.0 △     ０ △ 0.0 

資 本 合 計 ５０,２９１ 76.6 ４４,６９０ 66.1 ４８,０９８ 72.8 

負債、少数株主持分及び資本合計 ６５,６５６ 100.0 ６７,６０４ 100.0 ６６,０６５ 100.0 
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（ローランド／連結） 

 
（４）－Ⅱ 比較連結損益計算書   
 

（単位：百万円） 

 
１９９９年９月中間期 １９９８年９月中間期 １９９９年３月期 

科 目 （1999.4.1～1999.9.30） （1998.4.1～1998.9.30） （1998.4.1～1999.3.31） 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

( 経 常 損 益 の 部 )  ％  ％  ％ 

営 業 損 益 の 部       

売 上 高 ２９,８９１ 100.0 ３１,４６６ 100.0 ６６,２３２ 100.0 

売 上 原 価 １６,２６３ 54.4 １６,９６２ 53.9 ３５,６４７ 53.8 

売 上 総 利 益 １３,６２８ 45.6 １４,５０３ 46.1 ３０,５８４ 46.2 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １０,９１９ 36.5 １０,８３３ 34.4 ２１,５４９ 32.5 

営 業 利 益 ２,７０８ 9.1 ３,６７０ 11.7 ９,０３５ 13.7 

営 業 外 損 益 の 部       

営 業 外 収 益       

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １８４  ２６４  ４８７  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ３７  ４９  １９２  

そ の 他 ３３０  ２０７  １７９  

営 業 外 費 用       

支 払 利 息 １０５  １２８  ２６６  

そ の 他 ２７５  ２１９  １６８  

経 常 利 益 ２,８８０ 9.6 ３,８４３ 12.2 ９,４６０ 14.3 

( 特 別 損 益 の 部 )       

特 別 利 益       

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 －  ４  －  

そ の 他 ０  －  －  

特 別 損 失       

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １  ６  １３６  

固 定 資 産 除 売 却 損 ７２  １０３  １１６  

た な 卸 資 産 廃 棄 損 －  －  ８５  

そ の 他 ２  －  －  

税金等調整前中間（当期）純利益 ２,８０５ 9.4 ３,７３６ 11.9 ９,１２２ 13.8 

法 人税、住民税及び事業税 ８９０ 3.0 １,９７７ 6.3 ４,２１５ 6.4 

法 人 税 等 調 整 額 ７９ 0.3 △   １４４ △0.5 △   １５２ △0.2 

少 数 株 主 利 益 １３６ 0.4 ２４５ 0.8 ６６９ 1.0 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １,６９９ 5.7 １,６５８ 5.3 ４,３９０ 6.6 

（注）当中間期より、「売上原価」に含まれていた研究開発費を「販売費及び一般管理費」に組替えておりま

す。なお、前期及び前中間期においても同様であります。 

   「売上原価」から「販売費及び一般管理費」に組替えた研究開発費は、当中間期１３１百万円、前中間

期１３６百万円、前期２７２百万円であります。 
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（ローランド／連結） 

 

 

（４）－Ⅲ 比較連結剰余金計算書   
 

（単位：百万円） 

科         目 
１９９９年９月中間期 

（1999.4.1～1999.9.30） 

１９９８年９月中間期 

（1998.4.1～1998.9.30）

１９９９年３月期 

（1998.4.1～1999.3.31） 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２９,０４１ ２５,２８８ ２５,２８８ 

連 結 剰 余 金 減 少 高 (５１０) (３９６) (６３７) 

配 当 金 ３７６ ２４６ ４９３ 

役 員 賞 与 金 １３４ １１４ １０８ 

連結子会社増加による剰余金減少高 － ３５ ３５ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １,６９９ １,６５８ ４,３９０ 

連結剰余金中間期末（期末）残高 ３０,２２９ ２６,５４９ ２９,０４１ 
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（ローランド／連結） 
 
［連結財務諸表作成のための基本となる事項］  

1．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社 １３社  ・ボ     ス ㈱ ・Roland (U.K.) Ltd. 
・ローランド イーディー㈱ ・Roland Elektronische  
・ローランド テック㈱       Musikinstrumente HmbH. 
・ローランド ディー．ジー．㈱  ・Roland DGA Corporation 
・Roland Europe S.p.A. ・Roland Audio Development Corporation 
・Rodgers Instruments LLC ・Roland Canada Music Ltd. 
・Roland Corporation U.S. ・Roland France SA 

(2) 非連結子会社 １１社  ・Roland Corporation Australia Pty. Ltd. 
・Roland Corporation (NZ) Ltd. ・Roland DG Australia Pty. Ltd. 
・その他 ８社 

なお、前連結会計年度において連結子会社であったエディロール株式会社は、１９９９年４月１日付で中間連結
財務諸表提出会社及びローランド イーディー株式会社に営業を譲渡し、解散・清算手続を開始いたしましたので、
当連結会計年度から連結の範囲より除外しております。 
非連結子会社１１社については、合計の総資産、売上高、中間純損益及び剰余金がいずれも中間連結財務諸表に
重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めておりません。 
 
2．持分法の適用に関する事項 

関連会社のうち�Roland Italy S.p.A�等合計６社に対する投資額については持分法を適用しております。 
その他非連結子会社１１社及び関連会社９社については、それぞれ中間連結純損益及び中間連結剰余金に及ぼす
影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。持分法を適用していない
会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland Corporation (NZ) Ltd.、Edirol Corporation North 
America、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び Roland (Switzerland) AG 等であります。 

 
3．連結子会社の中間事業年度に関する事項 

連結子会社の中間決算日は Roland Europe S.p.A.，Rodgers Instruments LLC，Roland Corporation U.S.，
Roland (U.K.) Ltd.，Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH.，Roland DGA Corporation，Roland Audio 
Development Corporation，Roland Canada Music Ltd. 及び Roland France SA を除き中間連結財務諸表提出会社
と同一であります。なお、上記全ての会社の中間決算日は６月３０日であり、中間連結決算日との間に重要な取引
がないため、６月３０日で終了する中間事業年度の決算財務諸表を使用しております。 

 
4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
取引所の相場のある有価証券 ……………………………… 移動平均法による低価法（切放し方式） 
その他の有価証券 …………………………………………… 移動平均法による原価法 

②たな卸資産 
商品，製品，原材料及び仕掛品 
(ｲ) 中間連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社 …… 主として総平均法による低価法 
(ﾛ) 在外連結子会社 ………………………………………… 主として先入先出法による低価法 
貯蔵品 ………………………………………………………… 最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 ……………………………………………… 主として法人税法の規定に基づく定率法 
                                                  ただし、１９９８年度の法人税法の改正に伴い中間 
                                                  連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社が１９９    
                                                  ８年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を 
                                                  除く)については定額法を採用しております。 
長期前払費用 ……………………………………………… 法人税法の規定に基づく定額法 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎として、法
人税法の規定による繰入限度相当額（法定繰入率）及び個別判定による貸倒見込額を計上しております。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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（ローランド／連結） 

③退職給与引当金 
(ｲ) 中間連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社４社についての従業員退職金制度は、すべて適
格退職年金制度によっております。 

(ﾛ) 適格退職年金制度の過去勤務債務の償却期間は約５年であり、１９９９年３月３１日現在の年
金資産合計はローランドグループ（中間連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社）総額で
2,881 百万円であります。 

④役員退職慰労引当金 
中間連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社４社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、
内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(5) 消費税等の処理方法 

税抜方式で処理しております。 

 

5. 投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項 

投資勘定と連結子会社資本勘定の相殺消去は、段階法によっております。相殺消去の結果生じた消去

差額は発生原因が明らかなものは、該当勘定科目に振り替え、発生原因が不明なものは連結調整勘定とし、

発生年度以後５年間で均等償却しております。 

 

6. 未実現損益の消去に関する事項 

資産の売買に伴い、連結会社で発生した未実現損益は、全額消去し、非連結子会社及び関連会社で発

生した未実現損益は、持分相当額を消去しております。 

 

7. 在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項 

在外連結子会社及び持分法適用の在外関連会社の財務諸表項目の円貨への換算は、「外貨建取引等会

計処理基準」（１９７９年６月２６日 最終改正１９９５年５月２６日企業会計審議会報告）による方法

により換算しております。 

なお、収益及び費用については、期中平均相場による円換算額を付しております。 
 

8. 利益処分項目の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について中間連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 
 

9. 法人税等の期間配分の処理に関する事項 

連結会社間の未実現損益消去額及び連結会社間債権債務の消去に伴う貸倒引当金修正額に対して税効

果を認識し、法人税等の期間配分を行っております。 

 
10．その他中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
(1) ソフトウェアは、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第１２号１９９９年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計
処理方法を継続して採用しております。ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示は、投
資等の「その他」から無形固定資産に変更し、減価償却の方法については、市場販売目的のソフトウ
ェアに関しては販売可能有効期間における見込販売数量に基づく方法に、自社利用のソフトウェアに
関しては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に、それぞれよっております。なお、前
中間期及び前期も同様に組替えております。 
 
(2) 研究開発費は、中間連結財務諸表提出会社の技術センターで発生した費用を製造原価として期間費用
処理しておりましたが、当該研究開発費のうち新製品、新素材及び新技術の研究開発に要した費用に
ついては、当中間期から一般管理費として処理することにいたしました。 
これは、前述の実務指針の適用を契機に、当中間期において中間連結財務諸表提出会社及び連結子
会社における研究開発業務の見直しを行い、原価性の稀薄な当該新製品等の研究開発費を一般管理費
として処理することにしたものであります。なお、前中間期及び前期も同様に組替えております。 
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（ローランド／連結） 

 
［連結貸借対照表の注記］  
 

 (１９９９年９月中間期) (１９９８年９月中間期) (１９９９年３月期) 

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 １５,０４１百万円 １４,９５１百万円 １５,０９６百万円 

輸 出 手 形 割 引 高   ７１８百万円 １,３３７百万円 １,０２３百万円 

保 証 債 務                  １,３５８百万円 １,６６３百万円 １,４６７百万円 

自 己 株 式 の 数 及 び 貸 借 対 照 表 価 額 ５０株 １３１株 ２１７株 

                                 １９２千円 ３５６千円 ７６０千円 

連結子会社が所有する連結財務諸表 

提出会社の株式の数及び貸借対照表価額 
該当事項はありません。 

 
 

 

［リース取引の注記］ 

項          目 １９９９年９月中間期 １９９８年９月中間期 １ ９ ９ ９ 年 ３ 月 期 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  

リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及 

 取得価額  

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中 間 期 

末 残 高 

相 当 額 

   取得価額  

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中 間 期 

末 残 高 

相 当 額 

  取得価額  

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高  

相 当 額 

 

び中間期末(期末)残高相当額  
機械装置 

及び運搬具 

百万円 

３３９ 

百万円 

１４５ 

百万円 

１９４ 

  機械装置 

及び運搬具 

百万円 

３１５ 

百万円 

１１２ 

百万円 

２０２ 

 機械装置 

及び運搬具 

百万円 

３５３ 

百万円 

１３０ 

百万円 

２２３ 

 

 
工 具 器 

具 備 品 
１５１ ８６ ６４   

工 具 器 

具 備 品 
１５９ ８２ ７７  

工 具 器 

具 備 品 
１６０ ９４ ６５  

 合    計 ４９０ ２３２ ２５８   そ の 他 ４ ２ ２  そ の 他 ４ ３ １  

       合    計 ４７９ １９７ ２８２  合    計 ５１８ ２２８ ２９０  
    

未 経 過 リ ー ス 料 

中間期末（期末）残高相当額                

１年内       ８７百万円 

１年超      １８１百万円 

合 計      ２６９百万円 

１年内       ８１百万円 

１年超      ２０９百万円 

合 計      ２９１百万円 

１年内      ８７百万円 

１年超     ２１２百万円 

合 計     ３００百万円 

支 払 リ ー ス 料    ４８百万円 ５０百万円 １０２百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ４４百万円 ４５百万円 ９１百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ５百万円 ６百万円 １１百万円 

減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同 左 同 左 

利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

同 左 同 左 

オペレーティング・リース取引   

未 経 過 リ ー ス 料 

 

１年内      ２９３百万円 

１年超   １,９４６百万円 

合 計   ２,２４０百万円 

１年内       ９３百万円 

１年超      ２２６百万円 

合 計      ３２０百万円 

１年内     ２４６百万円 

１年超   １,９８４百万円 

合 計   ２,２３１百万円 
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（ローランド／連結） 

（５）セグメント情報   

1. 事業の種類別セグメント情報                                               （単位：百万円） 
１９９９年９月中間期（1999.4.1～1999.9.30）  

                  ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は

全 社
連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 ２４,５８７ ５,３０３ ２９,８９１ － ２９,８９１ 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 
又は振替高 ２３ ０ ２４ ( ２４) － 

計 ２４,６１１ ５,３０３ ２９,９１５ ( ２４) ２９,８９１ 
営 業 費 用 ２２,４７２ ４,７３４ ２７,２０７ ( ２４) ２７,１８３ 
営 業 利 益 ２,１３８ ５６９ ２,７０８ (△ ０) ２,７０８ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
資 産 ５５,５７２ ９,７９４ ６５,３６７ ２８９ ６５,６５６ 
減 価 償 却 費 ７７５ １０４ ８８０ － ８８０ 
資 本 的 支 出 １,１７９ ６３７ １,８１６ － １,８１６ 

（単位：百万円） 
１９９８年９月中間期（1998.4.1～1998.9.30）  

                  ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は

全 社
連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 ２６,６１２ ４,８５３ ３１,４６６ － ３１,４６６ 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 
又は振替高 ０ １ １ (  １) － 

計 ２６,６１２ ４,８５５ ３１,４６７ (  １) ３１,４６６ 
営 業 費 用 ２３,６０６ ４,２１３ ２７,８１９ ( ２３) ２７,７９６ 
営 業 利 益 ３,００６ ６４１ ３,６４７ (△２２) ３,６７０ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
資 産 ５９,２３５ ８,４４１ ６７,６７６ ( ７２) ６７,６０４ 
減 価 償 却 費 ６９７ １０１ ７９８ － ７９８ 
資 本 的 支 出 １,１３９ １４２ １,２８１ － １,２８１ 

（単位：百万円） 
１９９９年３月期（1998.4.1～1999.3.31）  

                  ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は

全 社
連 結 

Ⅰ  売上高及び営業損益      

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 ５５,３７５ １０,８５６ ６６,２３２ － ６６,２３２ 
( 2 ) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 
又は振替高 ３８ ２ ４１ ( ４１) － 

計 ５５,４１４ １０,８５９ ６６,２７３ ( ４１) ６６,２３２ 
営 業 費 用 ４８,１３３ ９,１０４ ５７,２３８ ( ４１) ５７,１９６ 
営 業 利 益 ７,２８１ １,７５４ ９,０３５ (△ ０) ９,０３５ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出      
資 産 ５６,０１４ ９,７５７ ６５,７７２ ２９３ ６６,０６５ 
減 価 償 却 費 １,５２９ ２１４ １,７４３ － １,７４３ 
資 本 的 支 出 ２,３１３ ２４６ ２,５５９ － ２,５５９ 
 

(注)1.事業区分の方法 
当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺機器事業
に区分しております。 

  2.各事業の主要な製品 
     (1) 電子楽器事業 
            電子ピアノ、シンセサイザー、デジタルレコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品 
     (2) コンピュータ周辺機器事業 
        プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン、プリンター 
  3.１９９９年９月中間期の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は３６３百万円、 
１９９９年３月期の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は３６３百万円であり、それぞれ
為替換算調整勘定であります。なお、１９９８年９月中間期の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資
産はありません。 
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（ローランド／連結） 

 
 

 2. 所在地別セグメント情報                                                    （単位：百万円） 

１９９９年９月中間期（1999.4.1～1999.9.30） 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    
売 上 高       

(1)外部顧客に対する売上高 １１,９４５ １２,８７２ ５,０７３ ２９,８９１ － ２９,８９１ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高            ９,６０４ ２６６ １,１９８ １１,０６９ (１１,０６９) － 

計 ２１,５４９ １３,１３８ ６,２７２ ４０,９６０ (１１,０６９) ２９,８９１ 

営 業 費 用 ２０,１２１ １２,２６８ ６,１１７ ３８,５０６ (１１,３２３) ２７,１８３ 

営 業 利 益 １,４２８ ８７０ １５４ ２,４５３ (△  ２５４) ２,７０８ 

Ⅱ 資      産 ５０,０６４ １１,５０７ ７,７８２ ６９,３５３ △３,６９７) ６５,６５６ 

 （単位：百万円） 

１９９８年９月中間期（1998.4.1～1998.9.30） 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    
売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 １２,６９０ １２,９０３ ５,８７２ ３１,４６６ － ３１,４６６ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 ９,４５１ １６５ １,２７６ １０,８９２ (１０,８９２) － 

計 ２２,１４１ １３,０６８ ７,１４８ ４２,３５９ (１０,８９２) ３１,４６６ 

営 業 費 用 ２０,５１９ １１,６５８ ６,７６４ ３８,９４２ (１１,１４６) ２７,７９６ 

営 業 利 益 １,６２２ １,４１０ ３８４ ３,４１６ (△   ２５３) ３,６７０ 

Ⅱ 資      産 ４９,０６６ １２,５７９ １０,２０６ ７１,８５３ △４,２４８ ６７,６０４ 

  （単位：百万円） 

１９９９年３月期（1998.4.1～1999.3.31）  

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益    
売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ２５,９２９ ２６,９９５ １３,３０７ ６６,２３２ － ６６,２３２ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １８,５９８ ２７８ ２,１５４ ２１,０３０ (２１,０３０) － 

計 ４４,５２７ ２７,２７３ １５,４６２ ８７,２６３ (２１,０３０) ６６,２３２ 

営 業 費 用 ４０,７６７ ２３,８０３ １４,１６４ ７８,７３６ (２１,５３９) ５７,１９６ 

営 業 利 益 ３,７５９ ３,４６９ １,２９７ ８,５２７ (△   ５０８) ９,０３５ 

Ⅱ 資      産 ５０,３６８ １０,８７９ ９,１２３ ７０,３７１ △４,３０６ ６６,０６５ 

 

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっております。 

  2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
北米：米国、カナダ 
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス 

  3.１９９９年９月中間期の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は３６３百万円、 
１９９９年３月期の資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は３６３百万円であり、
それぞれ為替換算調整勘定であります。なお、１９９８年９月中間期の資産のうち消去又は全社の項
目に含めた全社資産はありません。 
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（ローランド／連結） 
 

 
3. 海外売上高 

（単位：百万円） 

１９９９年９月中間期（1999.4.1～1999.9.30） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 １２,６３３ ６,９２６ ２,８５１ ２２,４１１ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ２９,８９１ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４２.３ ２３.２ ９.５ ７５.０ 

（単位：百万円） 

１９９８年９月中間期（1998.4.1～1998.9.30） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 １２,９３１ ８,１１５ ２,８６１ ２３,９０８ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ３１,４６６ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４１.１ ２５.８ ９.１ ７６.０ 

（単位：百万円） 

１９９９年３月期（1998.4.1～1999.3.31） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２７,１２５ １７,９７６ ５,４３８ ５０,５３９ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６６,２３２ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４１.０ ２７.１ ８.２ ７６.３ 

 
(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  2.各区分に属する主な国又は地域 
北 米：米国、カナダ 
欧 州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス 
その他：東南アジア、中南米、豪州 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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